
 

令和 8年熊本地震復興・県南地域雇用維持促進事業 

実施業務委託に係るプロポーザル募集要領 

 

 本要領は令和 8年熊本地震復興・県南地域雇用維持促進事業実施業務（以下「本

業務」という。）委託の契約候補者を、公募型プロポーザル方式により選定するため

の手続きについて、必要な事項を定めるものである。 

 

１ 業務概要  

（１） 委託業務名 

令和8年熊本地震復興・県南地域雇用維持促進事業実施業務 

（２） 業務内容 

別添「令和8年熊本地震復興・県南地域雇用維持促進事業実施業務委託仕様

書」のとおり 

（３）委託期間 

契約締結の日から令和９年（２０２７年）３月１５日（月）まで 

（４）予算上限額 

３，５００千円（消費税及び地方消費税額を含む） 

※上記の金額は、提案に当たっての目安となる金額であり、契約額は別途

設定する予定価格の範囲内で決定するため、上記の金額と必ずしも一致

しない。 

 

２ 参加資格要件 

次の要件を全て満たすこと 

（１）本業務について十分な遂行能力を有し、常に連絡調整ができる体制を有する

者であること。 

（２）物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する

要綱（平成１８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）により入

札参加資格を有すると決定された者のうち、業務区分が「業務委託」に登録

されている者であること。 

※本公募時点で入札参加資格を有していない場合は、「臨時受付」として申請

する必要があるため、提出必要書類に加え、本募集要領を必ず添付し、「３ 

スケジュール」の「競争入札参加資格審査申請の受付期間」内に管理調達課

へ提出すること。 

※詳細は、ホームページ掲載の「（物品・業務委託）熊本県競争入札参加資格

審査申請「新規申請」のマニュアル」等を参照。 

https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/119/5422.html 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号の

規定に該当しない者であること。 

（４）次のいずれにも該当しない者であること。 

①会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開



始の申立てを行った者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係

る更生計画認可決定を受けていること。 

②民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開

始の申立てを行った者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係

る再生計画認可決定を受けていること。 

③熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領（平成１

４年熊本県告示第８１１号）第２条第１項の規定による指名停止の期間中で

ないこと。 

（５）消費税及び地方消費税並びに都道府県税において未納がないこと。 

（６）政治活動又は宗教活動を行うことを目的とした団体ではないこと。 

（７）熊本県暴力団排除条例（平成２２年熊本県条例第５２号）第２条第２号に規

定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団密接関係者に該当しない者

であること。 

 

３ スケジュール  

項目 日程（予定含む） 

公募開始 令和８年（２０２６年） ９月２８日（月） 

競争入札参加資格審査申請

受付期間（管理調達課） 
令和８年（２０２６年）１０月 ５日（月）１５時 

質問書の提出期限 令和８年（２０２６年）１０月 ５日（月）１７時 

参加申込書の提出期限 令和８年（２０２６年）１０月１３日（火）１７時 

企画提案書の提出期限 令和８年（２０２６年）１０月２０日（火）１７時 

プロポーザル審査会 令和８年（２０２６年）１０月２２日（木） 

契約候補者決定、契約

内容協議 
令和８年（２０２６年）１０月下旬 

見積書徴取、契約締結 令和８年（２０２６年）１０月下旬 

委託業務契約終了 令和９年（２０２７年） ３月１５日（月） 

 

４ 参加申請に関する質問  

（１）提出方法 

 「募集要領等に関する質問書」（様式１）に必要事項を記入のうえ、本募集

要領１０に記載するメールアドレスあてに電子メールにより提出すること。 

・土曜日、日曜日及び祝日は受け付けない。 

・送信後、電話にて受理確認を行うこと。 

・なお、受付期間を超えた質疑については回答しない。 

（２）提出期限 

 令和８年（２０２６年）１０月５日（月）１７時必着 

（３）質問への回答 

 質問書に対する回答は、電子メールで行う。 



 

５ 参加申込書の提出  

（１）提出方法  

「令和8年熊本地震復興・県南地域雇用維持促進事業実施業務委託に係るプ

ロポーザル参加申込書」（様式２）に必要事項を記入のうえ、本募集要領１０

に記載する担当あてに持参又は郵送で提出すること。 

※郵送の場合は必ず電話で事前に連絡すること 

（２）提出期限  

令和８年（２０２６年）１０月１３日（火）１７時必着 

 

６ 企画提案書等の提出  

（１）提出書類 

本募集要領及び別添仕様書等を踏まえて、次の書類を提出すること。 

①企画提案書表紙（様式３） 

②企画提案書（様式自由。ただし、原則としてＡ４サイズで提出すること。） 

（２）企画提案書の内容 

次のものを企画提案書に盛り込むこと。 

①企画・提案 

 別添「令和8年熊本地震復興・県南地域雇用維持促進事業実施業務委託仕

様書」記載の内容を盛り込んだ企画を提案すること。 

 業務完了までのスケジュールを示すこと。 

 業務を行うにあたっての体制がわかる組織図を示すこと。 

    ②自由提案の内容 

③類似業務実績 

④本業務の遂行に当たっての参考見積書（様式自由） 

・ 詳細な算出基礎を明示すること。 

⑤事業者の取組みに関する申出書（様式４） 

（３）提出部数 

６部（企画提案書表紙（様式３）は原本１部、写し５部） 

（４）提出方法 

本募集要領の末尾の担当あてに持参又は郵送で提出すること。 

※郵送の場合は必ず電話で事前に連絡すること 

（５）提出期限  

令和８年（２０２６年）１０月２０日（火）１７時必着 

 

７ 審査方法  

プロポーザル審査会での選考により、最上位順位の提案者を契約候補者として

決定する。 

（１）実施日 

令和８年（２０２６年）１０月２２日（木） 



（２）選考委員 

業務の関連を考慮し、熊本県職員の中から３名を選出する。 

（３）実施方法 

対面開催 

（４）実施時間 

提案者１者につき２５分（最初の１５分で提案者による説明、その後残り１

０分で選考委員による質疑） 

（５）企画提案書の審査及び企画案の選定 

提案された企画提案書等の内容について、（別表）審査基準に基づき選考を

行う。なお、審査結果が審査基準の合計の６割に満たない企画提案は、採用

しない。 

 

８ 審査結果の通知  

 審査会終了後、速やかに企画提案書提出者全員に審査結果を書面で通知する。 

 ただし、審査の経緯等については公表しない。また、審査結果に対する異議は

受付けない。 

 

９ 契約締結  

（１）契約 

契約候補者と熊本県が協議し、委託業務に係る仕様を確定させたうえで、契約

を締結する。仕様書の内容は、提案された内容が基本となるが、契約候補者と熊

本県との協議により最終的に決定する。 

なお、協議が整わない場合、又は契約候補者が辞退した場合等は、審査結果が

上位の者から順に協議のうえ、契約を締結する。 

（２）契約保証金 

契約にあたっては、熊本県会計規則第７７条の規定により契約保証金を納付す

ること。 

なお、納付された契約保証金は、契約の相手方が契約上の義務を履行したとき

に還付する。ただし、熊本県会計規則第７８条に該当する場合、契約保証金は免

除する。 

 

１０ 申込み・提出・問合せ先  

  熊本県県南広域本部総務部振興課（担当：田口・吉田） 

  住 所：〒８６６－８５５５  熊本県八代市西片町１６６０ 

  電 話：０９６５－３３－３１４９ 

      （平日 午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

  E-mail：nansoushinkou26@pref.kumamoto.lg.jp 

１１ その他の留意事項  

（１）提出された企画提案書等は、業務関係資料の保存のため、返却しない。 



（２）提案書の作成、提出及び選考に要する一切の費用は、提出者の負担とする。 

（３）参加申込書及び企画提案書等に虚偽の内容が記載されている場合は、失格

とする。 

（４）企画提案書に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に基づいて保護さ

れる第三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、提

案者が負う。 

（５）参加申請手続きを行った後、都合により企画提案に参加しないこととなっ

た者は、速やかに参加辞退届（様式５）を提出すること。 

 

（別表）審査基準 

 


